
＜参考資料１＞ 

 

「セレクト神奈川ＮＥＸＴ」による神奈川県企業立地支援事業 

認定企業及び事業計画の内容 

認定企業 ＭＭ６０・６１特定目的会社 
Ｍｅｉｊｉ Ｓｅｉｋａ ファルマ 

株式会社 

 

 

企 

 

業 

 

概 

 

要 

大企業・ 

中小企業の別 

中小企業 

（みなし大企業） 
大企業 

代表者 
取締役 

中垣 光博 

代表取締役社長 

永里 敏秋 

所在地 
東京都千代田区内神田１－３－７

401 あすな会計事務所内 
東京都中央区京橋２－４－16 

資本金 10万円 28,363百万円 

従業員 0人 1,647人 

事業内容 
ＭＭ６０・６１プロジェクトホテル

棟の管理 
医療用医薬品の開発・製造・販売 

 

 

 

 

 

認

定

事

業

計

画

の

概

要 

計画内容 
ホテルの新設 

【県内再投資】 

工場の新設 

【県内再投資】 

立地場所 
横浜市西区みなとみらい 

６－２―１外 
小田原市栢山788 

事業目的 

横浜市西区にホテルを新設し、利

便性の高い立地を活かした横浜観光

の拠点として運営する。 

本計画により、複合用途が集積

し、観光客、周辺住民、就業者、学

生など、属性が異なる人々が訪れる

コミュニティの多様性を生かし、新

たな宿泊需要を創出する。 

小田原市の自社敷地内に工場を新

設し、注射用抗菌剤及びワクチン製

剤の製造を行う。 

本計画により、基礎的医薬品製剤

を自社で製造するとともに、有事に

おけるワクチン国内生産拠点として

整備することで、業績拡大を図る。 

稼働開始 
2029（令和11）年 

９月１日 

2028（令和10）年 

８月１日 

投資額／ 

操業開始時の 

雇用人数 

35,346百万円/110人 

（ほか、非常用雇用人数190人） 

27,723百万円/ 36人 

（ほか、非常用雇用人数19人） 

県
に
よ
る
認
定 

対象産業 観光関連産業 先端医療関連産業 

支援制度 

(活用予定) 

・企業立地促進補助金 

（投資額の３％） 

・税制措置 

（不動産取得税の１/２軽減） 

・企業立地促進補助金 

（投資額の３％） 

・税制措置 

（不動産取得税の１/２軽減） 

 

 



認定企業 巴工業株式会社 
巴マシナリー 

株式会社 
株式会社湘南精機 

 

 

企 

 

業 

 

概 

 

要 

大企業・ 

中小企業の別 
大企業 中小企業 中小企業 

代表者 
代表取締役社長 

玉井 章友 

代表取締役社長 

三代川 敦夫 

代表取締役 

大森 充昭 

所在地 

東京都品川区北

品川５－５－15 

大崎ブライトコ

ア19階 

綾瀬市深谷中 

９－31－36 
小田原市羽根尾510－13 

資本金 1,061百万円 56百万円 15百万円 

従業員 472人 36人 34人 

事業内容 

遠心分離機等の

製造販売及び化

学工業製品の販

売 

遠心分離機等に

係る部品の製造 

船舶等に係る精密機械部品の製

造・修理・組立 

 

 

 

 

 

認

定

事

業

計

画

の

概

要 

計画内容 
本社・工場の新設 

【県内再投資】 

工場の新設 

【県内再投資】 

立地場所 綾瀬市深谷中８－6473－１ 小田原市羽根尾161－１ 

事業目的 

綾瀬市の与蔵山下工業団地内に本

社・工場を新設し、遠心分離機に係

る主要部品の製造及び処理液サンプ

ルの分析、実験等を行う。 

本計画により、これまで外注して

いた部品を自社内で製造し、実機テ

スト等も行うことで、業務の効率化

及び業績拡大を図る。 

小田原市にある西湘テクノパー

クの自社敷地内に工場を新設し、

船舶等に係る精密機械部品の加工

を行う。 

本計画により、生産能力を増強

させるとともに、新規受注にも対

応することで、業績拡大を図る。 

稼働開始 
2028（令和10）年 

４月１日 

2026（令和８）年 

５月１日 

投資額／ 

操業開始時の 

雇用人数 

7,114百万円/51人 

（ほか、非常用雇用人数２人） 

220百万円/10人 

（ほか、非常用雇用人数２人） 

県
に
よ
る
認
定 

対象産業 IT/エレクトロニクス関連産業 輸送用機械器具関連産業 

支援制度 

(活用予定) 

・企業立地促進補助金 

（投資額の３％） 

・税制措置 

（不動産取得税の１/２軽減） 

・企業立地促進補助金 

（投資額の６％） 

・税制措置 

（不動産取得税の１/２軽減） 

・企業立地促進融資 

（１億7,600万円） 

 


